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ーヤと一体となって便益を提供するのであり，両者は一つのシステムをなしている。このよう






















たに変数 Xiと定数 Bi，i=1,2 を導入し，次のように表わすことにしよう。
v A X X1 1 1 2 1= - -i （1）
v A X X2 2 2 1 2= - -i （2）
, ,N B X i 1 2i ii= = （3）
上において vi，i=1,2 は財 iの自立価値（ネットワーク外部性をふくまない場合の支払意思額），
Ai，i=1,2 はその最高値， 1i は財 1 と他の財との代替性の程度を表わす係数であり， 01 =i で






す。財 2についても同様に考える。 ii ，i=1,2 に関する以上の定義は通常のクールノーモデル
におけるものと全く同じである。
（3）において i=1 とすると X 1の値は図 1のように表わされる。ここには想定された X 2の値
について v1と X 1および N 1の関係を図示してあり，自立価値 v1についてある特定の値を定めれ
ば X 1が決まり，逆に X 1を定めればそれに対応する v1の値が決まるという関係を示してい
る。 B1は定数なので，利用者数 N 1は X 1が与えられれば（3）式により図 1 のように定まる。
このように X 1は自己評価額の最大可能な A X1 1 2- i の値から企業がどの部分までを現実の顧客
として受け入れるかを決める変数であり，これを自己評価についての範囲を設定する変数，略
して範囲設定変数と呼ぶこともできる。しかし B1は定数であるから，基本的には X 1の値を決
めることはどの程度の利用数を取り込むかということを意味しており結局 N 1を決めることと
同等である。その意味で X 1を利用者基数， N 1を利用者総数――または単に利用者数――，そ
して B1を利用者倍数または乗数と呼ぶことにしよう。企業 2 についても同様に考える。この
意味について若干の説明を加えよう。 B1は財 1について同一の自己評価額－たとえば 1200 と
する－をもつ利用者の数を示す。この場合自己評価額の可能な最大値 A X1 1 2- i の値が 2000 で




値をとるものと想定している。この場合，一般な分布 ,B vi i i= z _ i ,i 1 2= を想定することも考え
られ，財のいかんによってこの分布がどのような特有の形状をとるかを調べることに興味が持
たれるが，ここでは第一次近似として上記のような想定をおくこととしよう。ただし，上記の
ように利用者倍数 , ,B i 1 2i = が 1以上の値をとりうるという形でのモデル化そのものは従来の
文献におけるモデル化の一つの拡張になっている。従来のモデル（Rohlfs, Varian, Katz and
Shapiro, Shy 他）においては B 1i = ， ,i 1 2= と想定されているからである。いうまでもな
く B 1i = であれば , ,X N i 1 2i i= = となる。これは上記の従来の文献では同質財を扱っているた
めである。Katz and Shapiroでは寡占モデル（一般に企業数 n）となっているが同質財のモデル
であるため企業 iの特定の自己評価額での利用者数を一般に Biとしても， Biが定数である限
り，財の単位を変更すれば一般性を失うことなく B 1i = とできるからである。しかし異質財の
モデルの場合には事情が異なる。たとえば財 1の倍数 B1が財 2の倍数 B2と異なる場合には財
1の単位を変更して B 11 = としても財 2については B 12 = となるとは限らないからである。
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次にこの財の利用にかんするネットワーク外部性を , ,f i 1 2i = と記し，全体としての総合的
な支払い意思額を , ,w i 1 2i = としよう。そうするとそれぞれ次のように定義される。
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ら，たとえば企業 1 のネットワークと企業 2 のネットワークの相互接続（interconnection）の
程度などもこのλによって表わされる。いつまでもなく完全非接続ならばλ=0，完全接続な
らばλ=1 となる。たとえばローカルの電話網をネットワーク 1 とし，幹線電話網をネットワ





Rohlfs, Varian, Katz and Shapiro, Farrell and Saloner, Shyなど，この分野で共通に採用されてきた
ものである。
この研究シリーズのこれまでの考え方と同じく，企業 iは財 iの価格 piを pi=wi , i=1,2 のよう
に設定するとしよう。したがって収入を Riとすると，Ri=pi Ni , i=1,2 となる。今回のモデルで
は企業 iがコントロールできる変数は Xiであり，企業 1の場合，クールノー的想定により他企
業－ここでは企業 2－の産出量水準 N2 したがって X2 は特定の値をとるものとして利潤を最大
化する。そこで企業 iの利潤を
i
% ，総費用を Ci，i=1,2 とすると， R C
i
i i= -% であり，固定
費用を Fi，可変費用を Viとすると，Ci=Fi+Vi , i=1,2 である。この可変費用についてモデルに特
徴的な想定をおく。この点の説明をふくめて，費用と利潤の考察を次節で行うこととしよう。
3．費用の構造とその意味
可変費用について，Vi=ci Ni , i=1,2 のように表現しよう。ciは産出量にかんしての平均可変費
用であり，これをさらに ci=γi f i , i=1,2，と想定しよう。ただし 0i$c は定数とする。すなわち
































本モデルでは（本研究シリーズを通じて），利用者 1 人が財 1 単位を保有する状況を扱ってい
るので，この累積量は同時に累積の顧客の人数―顧客基盤というべきもの―になっている。こ
のような意味において上述の（7）式およびその基になっている（4），（5）式は本来こうした累
積量を用いて定義さるべきものである。この場合 t期末の第 i財の累積量を N ,i tS と表わせば，
N N d N1, ,i t
S
i i i t
S
























, ,p c N i 1 2
i
i i i= - =% _ i （8）
企業 iは pi=wiのように価格を設定する，すなわち総合的な支払意欲 wiに等しく価格 piを設
定するわけであるが，wi=vi fiであるから，pi=vi fi , i=1,2 となる。つまり産出物価格 piは自立価
値の部分 viとネットワーク効果の部分 fiの積となっている。すでに述べたように，この場合企
業にとってはこのネットワーク効果の維持をふくむ産出物供給のコスト ci=γi f iがかかる。そ
こでこのコストを上回る価格設定が必要となるが，このコストを控除した価格を pioと表わす
ことにしよう。すなわち
, ,p v f i 1 2i
o
i i i= - =c_ i （9）
同様に自立価値 viからγiを控除した値を vioとしよう。すなわち vio=vi－γi , i=1,2 である。
モデル全体をこのようにネットワーク効果をベースにした形での平均可変費用γiを差し引
いた形で統一的に表わすために，さらに , ,A A i 1 2io i i/ - =c と記すことにしよう。すなわち自
立価値の最高値についてもネットワーク効果をふくめた事業活動全体の平均可変費用γiを控
除した値を考えよう。そうすると
v A X Xo o1 1 1 2 1= - -i （10）
となる。企業 2についても同様の式を定義する。利潤についても次のように表現する。






i i= = =% （11）
以上にもとづいて企業 1の利潤
1




























企業 2 についても同様の式がえられる。いうまでもなく，（12）が企業 1 の反応関数を表わ
しているが，分析の簡明化のためにさらに次のような自立価値の表現を用いよう。
v B v A N N* * *o1 1 1 1 1 2 1= = - -i （13）
ただし , , , /A B A i B B1 2* *i i io 1 1 2 1/ /= i i_ i であり，さらに /B B*2 2 1 2/i i_ i と表わすことにしよ
う。そうすると各企業の反応関数は次のように書き直すことができる。
A N N N N N
1 1
* *








A N N N N N
1 1
* *









おり，前論文の反応関数は Appendix 1 の（A1），（A2）として示してある。（A1），（A2）の式の
Ai を A *i ， ii を *ii に置きかえると上の（14），（15）と全く同一の形となる。ここで i=1,2 につ




は Appendix 1 をみられたい。すなわち次の線型の連立方程式がえられる。
N m N m k A1* * * *1 1 2 1 1 1+ = +_ i （16）
> ,






* * * *
* *
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るために，他の側面は簡略化した形で扱うことにしよう。すなわち以下では 1 2=a a としよう。
この共通の値を aとする。また 1=m としよう。このような想定のもとでネットワーク効果は
f f N N1 2 1 2= = +
a






1 2= =i i iとしよう。 iは共通の値である。ここで
* *
1 2 1 2=i i i i の関係が成
り立つので， 1 2=i i i となる。つまり共通の値 iは元の代替性パラメーター ,1 2i i の幾何平
均になっている。
以上のようにモデルは線型体系となっているため連立一次方程式（16），（17）を解けば産出量
の均衡値が明示的にえられる。それらを自立価値の式に代入し，かつ総価格， ,B p v f*i io i i=





m m k A m m k A1 1 1 1 1*
* * * * * * * *
1 2 1 2 1 1 1 2 2 2+ = + - + - +_ _ _ _i i i i% / （19）
N N
D
m m k A k A1 1 1*
* * * * * *
1 2 1 2 1 1 2 2- = + + -_ _i i 8 B （20）
ただし > .D m m1 0* * *1 2= -
ここでは , ,i 1 2*i = =i i としているので， m m*i = （mは共通の値）となる。かつ（18）によ
り k k k* *1 2= = （kは共通の値）となる。したがって（19），（20）の 2 式は次のように書き改めら
れる。
N N k A A* *1 2 1 2+ = +_ i （21）
N N
m
m k A A
1
1 * *
1 2 1 2- = -









我々の目的は価格 , ,p i 1 2i = の決定方式の解明にあるが，総価格は , ,B p v f i 1 2*i io i i= = の関係
にあり，ネットワーク効果 fiは両企業にとって共通の値 fをとるものと想定しているので，問
題は自立価値 v *i の決定にかかってくる。そこで自立価値の決定式，すなわち
,v A N N v A N N* * * *1 1 2 1 2 2 1 2= - - = - -i i
を考えよう。これらについて和 v v* *1 2+ と差 v v* *1 2- を計算し，（19），（20）を代入すれば次式がえ
られる。
v v k A A1 1* * * *1 2 1 2+ = - + +i_ _i i8 B （23）
v v
m
m k A A1 1
1
1* * * *
1 2 1 2- = - - -





m k1 1 1 1
1
1/ /- + - -
-
+z i } i_ _i i （25）
これらについては > , >1 0z } の関係が成立している。
次に（23），（24）の両辺に fを乗じ，（25）を代入し，さらに , ,p fv i 1 2io io= = の関係を用い
ると，次式がえられる。
B p B p f A A* *o o1 1 2 2 1 2+ = +z _ i （26）























前節までにおいて純価格 , ,p i 1 2io = の決定式を明らかにした。ここで pioは製品の販売価格
pi から平均可変費用（ネットワーク効果を含めた事業活動に対する平均） ic を差し引いたネ
ットの値であり，企業は製品の販売においては , ,p p i 1 2i io i= + =c の価格を設定する。しかし
ic は一定としているので， pi と pioは同方向に動き， pioの決定要因を検討すれば pi にかんす
る検討と内容的に同一となる。
ここで B pi ioは第 i財の利用者倍数と純価格の積であり，純価格 p pio i i= - c_ iのもとで自立価
値 vi（純額では v vio i i= - c ）をもつ人が Bi人購入することを示している。この値をもつ利用者
のグループを顧客層 viあるいはターゲット viと呼ぶこともできよう。企業は販売価格 piを設定
することによって viの顧客層から収入 B pi i，操業利潤（収入－可変費） B pi ioを得る。さらに
仮定によりこのことが X iという数量全部について成り立つのであるから，企業 iの利潤（固定
費は別として）は , ,B p X p N i 1 2i io i io i= = となる。
ここで（27）において B p B po o2 2 1 1= の関係が成り立つ軌跡を比較の基準として考えてみよう。
この場合図 2 に示してあるようにいくつかの曲線を描くことができる。これらを A *曲線と呼
ぶことにしよう。（27）が示すように同一の曲線上では A A* *1 2= であり， ,A A* *1 2の値が両方とも





特定の曲線をとってみよう。図示してあるように同じ A *曲線上に位置していても Biが相対
的に大きいケースと小さいケースがある。前者では pioは小であり，相対的に低価格戦略をと
り， Biが大つまり多くの量を販売し，後者では pioが大つまり相対的な高価格の戦略をとり，
販売量は相対的に小，というケースになっている。しかしたとえば A *1 の値が A *2より大という
状況もありうるのであり，その場合には曲線は上方に位置し， pioも Biも共に高いという組合
わせが実現される可能性もある。


































なると財 1，2 の価格は共に高水準となる。ここで , ,p i 1 2io = は販売価格からコスト ic を差し
引いた値であるから，このことは両企業にとって産出量当りの利潤の増加を意味している。こ
こでは特に 1=m つまり完全互換性（あるいは完全接続）のケースを示しているが，これは取
り扱いの簡易性のための想定であって，一般に > 0m であれば , ,f i 1 2i = の効果は非対称的で
はあるが両企業に及ぶ。たとえば 1社のハードウエアの普及が業界全体としてソフトウエアの
拡充をもたらし，それが他社のハードウエアの販売の増大にも及ぶという状況である。これは
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+ + +
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が成り立つので， iが小（代替性が小）であればzは大となる。すなわち / < 02 2z i である。i
が小となると図 3における和の直線が上方にシフトする。
一方，}に対する iの効果については / > 02 2} i が成り立つ。この関係の導出については
Appendix 2 をみられたい。以上の z，}に対する iの関係は大変重要な意味をもっているの
であり，これらを改めて一括して掲げておこう。




iの値の低下は同時に総合ネットワーク効果係数 kの値を上昇させる。つまり / <k 02 2i とな
っている。したがって全体として iの値の低下が企業間の競争力のギャップそのものの解消を
もたらすとは限らない。 iの低下によるの減少と kの増加の効果のどちらが大きいかによって
決まってくる。その結果がどうなるかは個別パラメーター ,i a ,の値（より一般的な状況で
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N m N m S11 1 2 1+ = +_ i （A3），(10)＊
m N N m T12 1 2 2+ = +_ i （A4），(11)＊
ただし旧記号を次のように新記号に変えてある。すなわち
180
, ,m i 1 2i i i= =b i















この近似の方式を図 A1 において説明しよう。企業 1 のケースを取り上げているが，企業 2
についても同様に扱うことができる。図において FFは 45˚線であり， 1C は元の反応関数で
あり，近似は曲線 1C と FF線の交点 J1を通る直線l1でなされている。点 J1の座標は（S,S）で
示してあり， S k A1 1= である。この Sは反応関数（A1）において N N S1 2= = とおいて求められ
る。一方， l1の勾配は /1 1 1- b i_ iとしている。これは曲線 1C の横軸の切片 OP A1 1 1= b_ i と縦軸
の切片 /OP A2 1 1= i_ i の比となっており，点 P1と P2を結ぶ直線の勾配を示している。
ここで , ,m i 1 2i i i= =b i とおいているので，直線 l1の方程式はつぎのようになる。




1- =- -_ i （A6），(8)＊
これは次のように書き直すことができる。
N m N m k A11 1 2 1 1 1+ = +_ i （A7），(10)＊






































































































- - + + +i i a n n_ _ _ _i i i i8 B
（B6）
ただし Z m2 1 1 1 1 12 2= - + + + + - - -b bi i a n n n i_ _ _ _ _ _i i i i i i8 B
1 1$+ -i iであるから
Z m2 1 1 2 12 2$ - + + - -b bi a n n_ _ _ _i i i i （B7）
2 1$ $n であるから
Z m2 1 1 2 12 2$ - + + - -b bi a_ _ _ _i i i i9 C （B8）
>2 02 2 2= +bi b i8 B （B9）
よって / > 02 2} i となる。
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